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「もんじゅ」高度化炉心概念の研究（Ⅱ）
－長期運転サイクル・高燃焼度炉心概念－

　敦賀本部国際技術センターでは，将来の「もんじゅ」炉心を経済性向上実証の場あるいは世界有数の高速中性

子照射場として利用するため，炉心性能向上に関する研究を行っており，この一環として現行炉心の約２倍，

「12ヵ月運転サイクル期間・13～15万MWd/t取出燃焼度」を目標とする第２期高度化炉心概念について検討し，

炉心諸特性を評価した。

　運転サイクル期間延長に伴う燃焼反応度増大，反応度収支の悪化に対処するため，①「約7.7mm径×127本，

95％高密度，103cm炉心長」の太径長尺ドライバ燃料を導入して内部転換比，燃焼特性を改善し，②制御棒吸

収体の10B濃縮度や吸収体長さも変更して制御棒価値を増加させた炉心概念を構築し，この炉心体系での主要炉心

核熱特性を評価した。

　その結果，炉心核熱特性や反応度制御特性，ドップラ係数・ボイド反応度等炉心安全特性への影響を抑えつつ，

１年連続運転・150GWd/t燃焼度の目標炉心性能が得られ，高度化炉心の成立性を確認した。

　A conceptual design study has been performed at the International Cooperation and Technology Development Center 
to investigate the feasibility of upgraded future Monju cores with extended refueling intervals of 365efpd/cycle and 
increased fuel burnup of 150GWd/t.  The goal of this study is to demonstrate the possible contribution of Monju to the 
improved economy and to efficient utilization, as one of the major facilities for fast neutron irradiation.
　Two design measures have been mainly taken to improve the core fuel burnup and reactivity control characteristics 
for the extended operating cycle length of 1 year: (1) The driver fuel pin specification with both increased pin diameter of 
7.7mm and increased active core height of about 100cm has been chosen to reduce the burnup reactivity swing, (2) The 
absorber control rod specification has also been changed to enhance the control rod reactivity worth by increasing 10B-
enrichment and absorber length, and to adequately secure the shutdown reactivity margin.
　The major core characteristics have been evaluated on the core power distribution, safety parameters such as sodium 
void reactivity and Doppler effect, thermal hydraulics and reactivity control characteristics. The results show that this 
core could achieve the targeted core performances of 1-year operating cycle as well as 150GWd/t discharged burnup, 
without causing any significant drawback on the core characteristics and safety aspects. 
　The upgraded core concepts have, therefore, been confirmed as feasible.
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１．はじめに

　高速増殖原型炉「もんじゅ」では将来，燃料高
燃焼度化や運転サイクル長期化等の炉心性能向上
と共に，高次化Pu/TRU燃焼データの取得，ある
いは「高速増殖炉サイクル実用化戦略調査研究
（FS）」で検討中の実用化燃料概念等の事前実証試
験を行うことなどが議論されており，先の原子力
長期計画1）においても，「もんじゅ」を有効に活用
していくことの必要性と意義が言及されている。
　そこで敦賀本部国際技術センターでは，将来の
「もんじゅ」を今後世界有数の高速中性子場，ある
いは経済性向上実証の場として利用するため，炉
心の性能向上に関する研究，すなわち「『もんじゅ』
高度化炉心」の概念検討を行い，現在までに下記
２段階の炉心高度化移行計画案を想定して，主に
�第１期高度化炉心概念及び同炉心を用いた照射
試験概念の具体化を図ってきた（図１） 2），3）。
�第１期高度化炉心（目標取出燃焼度１０万
MWd/t，６ヵ月サイクル，運転再開後，約５年後
に移行）

�第２期高度化炉心（目標取出燃焼度１５万
MWd/t，１２ヵ月サイクル，運転再開後，約１０年
後に移行）

　また，現行炉心からのスムーズな移行形態（移
行炉心）やマイナーアクチニド（MA）照射試験
概念等についても並行して検討中である。
　一方，�第２期高度化炉心概念については，燃
料体積比率と炉心長を約１０％増した太径・中空・

長尺ドライバ燃料と酸化物分散強化型（ODS）フェ
ライト鋼導入により，取出燃焼度は１３～１５万
MWd/tになる見通しを得たが，目標とする１２ヵ月
運転サイクル炉心概念の具体化は未検討であり，
７～９ヵ月炉心までの検討にとどまっていた。
　この１２ヵ月（１年）運転サイクル期間について
は，現行軽水炉（商用炉）では今や１年運転期間
が定着しており，高速炉の実用化を考えるならば，
「もんじゅ」において１年連続運転の可能性を実証
することは，高速炉の実用性，経済性を直接証明
する極めて有効な手段となり得る。
　さらに，定検間隔１３ヵ月以内という現行法規の
下での運転稼働率に着目した場合，「もんじゅ」の
燃料交換１ヵ月，定検期間３ヵ月を想定すると，年
間稼働率は現行炉心（８万MWd/t・５ヵ月炉心）
の約７２％から８０％に増加するのみならず，年間の使
用済燃料発生量も概略計算でほぼ６０％以下にまで
低減でき，また将来の主要な照射試験施設として，
高速中性子累積照射量データ等を得るまでの所要
照射試験期間も短縮されるなど「もんじゅ」自体の
運転経済性向上，廃棄物量低減，照射試験効率向上
に大きく寄与することが期待できる。このことか
ら，「もんじゅ」の高速中性子場及び経済性向上実
証の場としての利用を考える際に，「�長期（１年）
運転サイクル炉心の実証」を従来の「�（１３～１５
万）MWd/t高燃焼度燃料実証」の上位において炉
心性能向上を図ることは上記の観点からも自然で
あり，合理的かつ必然性があると考えられる。
　そこで本検討では，前稿2），3） までの「�第１期高
度化炉心」を中心とした検討に引き続き，同じく
MOX炉心をベースに，現行炉心寸法・形状を大き
く変更しない範囲で，「長期運転サイクル化を主眼
とする第２期高度化炉心」概念を構築し，その主
要炉心特性を評価することにした。
　なお，炉心サイズをほぼ維持しながら運転サイ
クル期間長期化を図る場合，燃料ピン径や長さの
大幅増加なしには内部転換比向上効果はあまり期
待できないため，燃焼反応度の大幅増加は避けら
れず，制御棒反応度収支が厳しくなることが予想
される。したがって，本検討では炉心構成やドラ
イバ燃料仕様の見直し・設定とともに，制御棒仕図１　「もんじゅ」高度化炉心への移行イメージ
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様変更を含む反応度収支を全面的に見直すことを
前提として，炉心概念の構築を図ることにした。
　以下，本稿では，将来の「もんじゅ」高度化炉
心の一形態として提案する「第２期高度化炉心（長
期運転サイクル・高燃焼度炉心）」概念の具体化
例と，炉心特性評価結果に基づく技術的成立性及
びその実現上の課題等について述べる。

２．　高度化炉心概念・仕様検討

２．１　基本条件（前提条件） 4），5）

（１）プラント基本仕様
　本稿で検討する高度化炉心は，現行炉心概念の
範囲内で，新炉心材料の導入を前提として着実に
移行することを主眼とすることから，原子炉熱出
力，原子炉出入口温度等の基本プラント条件や原
子炉構造，主冷却系設備等の設備改造あるいは炉
心サイズ（炉心径，集合体長）拡張を伴わないよ
う，燃料集合体内部の燃料要素仕様変更のみで性
能向上を図ることを基本とする（表１）。
（２）高度化炉心の構成・基本仕様
　高度化炉心の構成は，現行炉心と同じ均質２領

域炉心とし，制御棒，中性子遮蔽体等炉心構成要
素配置・本数も現行仕様どおりとするが，径ブラ
ンケット燃料集合体についてはコスト低減，Pu需
給状況等の観点から，削除（反射体等に置換）す
ることを前提として検討を進める。同領域には
MA燃焼試験集合体等の装荷も別途考慮する。
　以上のプラント基本仕様，炉心構成及び炉心基
本仕様などをまとめて表１に示す。
（３）炉心・燃料仕様条件
１）燃料組成
�　プルトニウム（Pu）同位体組成比6）

　炉心燃料Pu組成は，以下のとおり，軽水炉燃料
の取出燃焼度４５GWd/t（炉外期間：１０年）相当を
想定する。
　238Pu/239Pu/240Pu/241Pu/242Pu/241Am
　　＝３．０/５２．０/２７．０/９．５/７．０/１．５
②　Pu　富化度上限値≦３２wt％（融点降下や再処
理時の溶解性等を考慮に入れて想定）。

２）燃料被覆管材質7），8）

　高燃焼度条件下での耐スエリング性，高温ク
リープ強度に優れる酸化物分散強化型［ODS］フェ
ライト鋼を採用する。これにより，熱流力設計基
準である被覆管最高温度は７００℃ まで許容できる。
３）反応度制御系
　５％Δk/k以上と予測される燃焼反応度の増大
に対処するため，現在，基本概念を検討中の「も
んじゅ」長寿命化制御棒（２０ヵ月炉内滞在，ナト
リウムボンド型）導入を前提に，吸収体長や10B濃
縮度の大幅増加により制御棒価値を増加させる。
　また，出力補償反応度などその他の所要反応度の
内訳も見直す。したがって燃焼反応度としては約
５％Δk/k（現行は２．６％Δk/k）まで許容できる。

２．２　炉心基本仕様の検討

（１）炉心燃料仕様
　第２期高度化炉心のドライバ燃料仕様，特に燃
料要素径や炉心高さ等は，第１期高度化炉心とほ
ぼ同様の考え方で設定するが，１２ヵ月サイクルと
いう長期連続運転炉心を実現するため，以下の事
項を考慮に入れて設定する。
　一般に，燃料燃焼度を平均１００～１５０GWd/tまで
増大させながら長期の運転サイクル炉心を実現す
るには，平衡炉心末期までの運転に必要なPu装荷
量の確保を前提に，燃料体積比率と燃料部全長を
極力増してPu富化度を低くし，内部転換比を向上

高度化炉心現行高燃焼度炉心項　　　　　　目

←

←
←
←

（４/５）バッチ等分散
３６５×４～（４/５）
約１４～１５万

←

（７８～１０８）/９０
（照射領域３０）
０→反射体、MA等

←

７．６５×１２７

１０３/２６/２９

６５
９３

７１４

３９７
５２９

１５，３６０

５バッチ等分散
１４８×５
約８万

均質２領域炉心

１０８/９０

１７４
３/１０/６

６．５×１６９

９３/３０/３５

３９
８０

１．基本プラント仕様
（１）原子炉熱出力 （MWt）
（２）冷却材
（a）原子炉入口温度（℃）
（b）原子炉出口温度（℃）
（c）冷却材流量 （t/h）

２．燃料交換
（１）燃料交換方式
（２）燃焼期間 （EFPD）
（３）取出平均燃焼度
 　（MWd/t）

３．炉心構成
（１）炉心型式
（２）炉心燃料集合体本数
 （内側／外側）（体）

（３）ブランケット燃料集合体（体）
　（４）制御棒集合体（FCR/ 

CCR/BCR） （体）

４．炉心基本仕様
（１）炉心ドライバ燃料
　　・燃料被覆管外径
　　　［mm］×本数
　　・炉心長／上／下軸
　　　ブランケット長［cm］
（２）制御棒集合体
　　・10B濃縮度［wt％］
　　・吸収体長さ［cm］

表１　基本プラント仕様・炉心構成
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　そこで現行ドライバ燃料のPu富化度を増加し，
サイクル末期までの運転に必要な核分裂性Pu量
を多く与えるのみでサイクル期間を延長すれば，
燃焼反応度は６％Δk/kを超えてしまい，また，
燃料体積比が１割程度大きい上記（１）のドライバ
燃料を導入しても，約５％Δk/k近くになると予
測される。
　一方，所要反応度の減少要因としてはドップラ
反応度の減少に起因する出力補償反応度以外ほと
んど見当たらない。さらに，ドライバ燃料の燃料
体積比増加はむしろ制御棒反応度価値を相対的に
減少させ，反応度収支としてはより一層厳しいも
のになるため，制御棒価値を必要分だけ増やすこ
とにし，10B装荷量増加策を中心とした制御棒仕様
の変更を行うこととし，具体的には10B濃縮度と吸
収体長さを次のように変更する。
　まず，主炉停止系制御棒価値（１ロッドスタッ
ク時）に着目すると，上記燃焼反応度の増加分約
２．５％Δk/kを吸収するには現行の約８％Δk/kか
ら約３割増の１０．５％Δk/k程度まで増加する必要
があり，制御棒価値と10B濃縮度に関する既評価例
（図３） 9） からこれを満足する10B濃縮度を求める
と，６０wt％以上の範囲にあると予測される。
　また，吸収体長については，「もんじゅ」長寿命
化制御棒（２０ヵ月寿命，ナトリウムボンド型，第
５次取替で運用開始予定）として検討中の将来仕
様に合わせて，現行の８０cm から９３cm に延長し，
燃料体積比増加による制御棒価値の相対的減少分
も補うようにした。
　この吸収体長も増加することにより，10B濃縮度
単独で増加した場合に比べて出力歪の増大は幾分
緩和されると期待され，最終的にはそれぞれ，10B
濃縮度：３９→６５wt％，吸収体長：８０→９３cmと設定

させることが有効である。
　このうち，燃料体積比を実効的に増加させる方
法としては，燃料ピンの太径化とペレットの高密
度化があるが，これらを組合わせても現行ラッパ
管寸法（対面間距離）の拡大なしに実現できる実
効燃料比率は，現行の２８．４％から３０～３２％程度が
限度であることがこれまでの検討3） から分かって
いる。また，燃料部分延長についても，線出力密
度やPu富化度低減に有効である反面，冷却材ボイ
ド反応度の増大抑制や軸方向遮蔽等の点からは，
ほぼ１０％増の１００cm前後とするのが限度である。
　そこで長サイクル炉心の燃料仕様は，このよう
な実効燃料体積比や燃料要素長増加の限界を考慮
に入れ，さらに，１００GWd/tを超える高燃焼度条
件下での燃料健全性，特に燃料ペレットと被覆管
相互作用（PCMI）防止の観点から燃料スミヤ密
度８２％以下に抑え，「約７．７mm太径×１２７本・９５％
高密度・中空ペレット・１０３cm炉心長」の，太
径・高密度・長尺ドライバ燃料仕様を設定する。
　具体的な燃料ペレット・要素外径や燃料配列ピッ
チは，現行バンドル部圧損が増えない範囲でなるべ
く大きめに設定し，ペレット密度も９５％とすること
により，実効燃料体積比は約１割増の３１．４％とな
り，現行の２８．４％に比べて内部転換比が向上して燃
焼反応度増大抑制が期待できる（図２，表２：P．１７）。
（２）制御棒仕様
　運転サイクル期間の長期化により，燃焼に伴う
反応度低下，すなわち燃焼反応度が増大し，反応
度制御系への要求条件（所要反応度）が厳しくな
る。この燃焼反応度（Δ ρ BU）は一般に，
　Δ ρ BU∝（燃焼サイクル期間／燃料体積比）
で示されるように，サイクル期間にほぼ比例して
増大し，燃料体積比や燃料長さを増してPu富化度
を下げれば内部転換比は向上して低減する。

図２　高度化炉心燃料集合体概念 図３　制御棒価値の10B濃縮度依存性
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した（表１）。
（３）炉心構成
　以上の考え方に基づき仕様設定したドライバ燃
料及び制御棒集合体等から構成される長サイク
ル・高燃焼度炉心の，標準的な炉心概念・配置
（径・軸方向断面）を図４に示す。径方向断面で
は，Pu需給状況や使用済燃料貯蔵容量，コスト等
の観点から径ブランケット燃料を削除し，反射体
や照射試験体などに置換する以外，現行炉心と同
じ炉心構成・配置であるが，縦断面では，ドライ
バ炉心長及び制御棒吸収体長を変更（延長）して
いる点が異なる。
　なお，将来の実用化燃料照射やMA燃焼消滅試

験などを，第１期高度化炉心に引続いて実施する
際の具体的な装荷配置例を図５に示す。
　以上の炉心構成，炉心仕様・反応度制御系条件
の下，運転サイクル期間：１２ヵ月（１年），取出平
均燃焼度：１３～１５万MWd/tを目指す第２期高度
化炉心の主要炉心特性を次節で評価する。

３．高度化炉心概念の炉心特性評価

３．１　炉心特性評価方法

　前節で設定した第２期高度化炉心概念の出力・
燃焼特性，実効増倍率，制御棒価値，各種反応度（係
数）等の主要炉心特性を，３次元拡散・燃焼解析
コードMODIF（旧MOSES）と反応度解析用の拡

図４　高度化炉心構成・配置図

図５　高度化炉心　照射集合体配置例
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化を，炉心特性把握の一環として評価する。
（４）制御棒価値と反応度収支評価
　制御棒挿入体系と引抜体系での実効増倍率k1，
k2を拡散計算により求め，下式より反応度変化量
である制御棒価値（Δρ）を計算する。
　Δρ＝（k2－k1）/（k1×k2）
　　k1：制御棒挿入体系での実効増倍率
　　k2：制御棒引抜体系での実効増倍率

３．２　炉心特性評価結果

　運転サイクル期間：１２ヵ月（１年），取出平均燃
焼度：１３～１５万MWd/tを目指す炉心概念として，
下記３ケースについての炉心特性を評価する。
�１年× （４/５） サイクル， MOX， 燃焼度 ： １５０GWd/t
�１年× （４/４） サイクル， MOX， 燃焼度 ： １４０GWd/t
�１年× （６/６） サイクル， 金属， 燃焼度 ： １５０GWd/t
　ケース�，�は基準の炉心を�として，それと
の比較評価用に設定するケースであり，�は燃焼
反応度や冷却材反応度低減のために，Pu富化度や
目標燃焼度を若干切下げ，�はMOX燃料炉心で１
年連続運転する際の燃焼反応度増大を抑制するた
めに，重金属密度の高い金属燃料に置換して，そ
の影響を評価するものである。なお，�について
は制御棒価値を増加させた炉心体系により，あら
ためて燃焼反応度を求め，反応度収支を評価した。
　上記炉心の主要仕様と平衡炉心状態での出力分
布・燃焼特性，制御棒反応度価値，ドップラ係数
及び冷却材ボイド反応度等を表２に示す。
各特性の要点は以下の（１）～（４）のとおりである。
（１）出力分布・燃焼特性
１）各炉心概念のドライバ燃料の核分裂性Pu富
化度Pufiss［内側／外側炉心］は，前記３．１（１）の燃
焼度や燃料体積比・炉心高さで補正した初期設定
値に余裕として若干（数％）高めにとり，それぞれ，
［１５．３/２０．８］（�MOX），［１５．０/２０．４］（�MOX），
［１１．６/１４．８］（�金属）とすることにより，平衡
炉心各サイクル末期の余剰反応度（keff＞１．００３）
が確保されることを確認した。いずれのケースも，
ドライバ燃料の燃料体積比や炉心長を増やした
分，Pufiss富化度としては現行炉心より低めの設定
が可能であり，内部転換比は向上する。
　また，平衡炉心各サイクルのドライバ燃料集合
体の取出平均燃焼度は１５．０～１５．１万MWd/t（�，
�），１３．９万MWd/t（�）となり，目標燃焼度に
到達するまでの所要照射期間は，内側炉心で４年，

散摂動計算PERKYコードシステムにより求め
る10），11，12）。
　本コードシステムの核特性評価手順を図６に，
各炉心特性計算の要点を以下に示す。
（１）Pu富化度調整
　Pu富化度は現行８万MWd/t高燃焼度炉心の核
分裂性Pu装荷量をベースに，燃焼度，実効燃料体
積比や炉心高さ，出力分担比の相違分で補正し，
更に平衡炉心の燃焼末期においても運転余裕やバ
イト反応度（微調整棒による微小な負荷変動補
償）等を含む余剰反応度（０．３％Δk/k，keff≧１．００３）
を有し，かつ内側炉心と外側炉心のピーク出力比
が平坦化するように，それぞれのPu富化度（初期
値）を与える。
（２）出力分布・燃焼特性
　３次元拡散燃焼計算（７群，Tri‐Z）により，平衡炉
心初期及び末期の実効増倍率，出力分布（集合体出
力，最高線出力密度），燃焼欠損反応度を求める。
　なお，制御棒挿入深度は，現行設計と同様に燃焼
計算と出力分布計算用とで異なる深度を設定し，出
力分布計算では集合体出力を保守側に大きく評価
するため，サイクル初期についても中途挿入に加え
全引抜（Naフォロワー）の二通りを想定する。
（３）反応度及び反応度係数
　ドップラ係数，冷却材ボイド反応度等は，多群
（１８群）・３次元Tri‐Z体系での一次摂動計算により
求める。なお，冷却材ボイド反応度については設
置許可申請書及び次節３．２（３）以降で述べるよう
に，「もんじゅ」は冷却材の沸騰を防止する設計と
なっており，炉心がボイド化することはないが，
ボイド化を仮想する非現実的な条件での反応度変

図６　解析フローと計算方法
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外側炉心では５年であるが，ケース�（金属燃料）
では約６年が必要であり，MOX燃料の約１．３倍の
重金属装荷量にほぼ比例して増大する。
２）燃焼反応度は当初予想したとおり，現行値
（２．６％Δk/k）から大きく増大し，MOX燃料炉心で
は約５％Δk/kとほぼ倍増する。このままでは反
応度収支が成立しないため，後述するように，制
御棒価値を増加させて反応度収支の再評価を行う。
３）出力分布特性のうち，（内側／外側）炉心の集
合体最大出力は４．８０/４．５７［MW］であり，現行炉心
の最大出力値：４．７３/４．１４［MW］からの増加は
１．５％程度である。これは被覆管最高温度上昇換算
で約４℃ であり，流量配分上も問題はない。金属燃
料�では４．８９［MW］となるが５．０［MW］を下回る。
　また，最高線出力密度は４６３［W/cm］であり，
暫定目標の４７０［W/cm］を下回るなど当初予測よ
り小さい結果となった。これは，新旧燃料の出力
差が大きい高燃焼度状態で，かつ制御棒価値の増
加した炉心体系では，出力分布歪，特に最高線出
力密度の増大が懸念されたが，内外Pu富化度比率
の適正化や制御棒吸収体の炉心長に対する相対長
さが増加したことにより，制御棒挿入時の出力分
布歪が径・軸方向とも緩和されたためと考えられ
る。また，もとより炉心高さを１０％増加（９３→
１０３cm）したことも線出力増大抑制に寄与している。
　なお，上記最高線出力密度では，高密度・高熱
伝導の中空ペレットを想定することから，燃料最
高温度は許容範囲（１１６％過出力時で２，６５０℃ 以下）

にある。
（２）制御棒価値と反応度収支の成立性
　主炉停止系制御棒価値（ワンロッドスタック時）
は７．２％Δk/kとなり，現行炉心設計値（７．８～８．０％
Δk/k）から８～１０％（相対比）低下する。これは，
高度化炉心ドライバ燃料の実効燃料体積比（２８．４→
３１％）と炉心高さ増加を合わせた核分裂性物質全量
の増加に対し，制御棒の吸収効果が相対的に低下す
るためである。高密度の金属燃料炉心�では更に
１５％以上減少し，６．６％Δk/kになる。
　したがって，制御棒価値減少と燃焼反応度増大に
対処するため，前節２．２（２）に示した制御棒価値増加
策をとることにし，10B濃縮度と吸収体長さを増加し
た制御棒を含む炉心体系で再評価したところ，制御
棒価値（標準値）は当初目標の１０％Δk/kを超え，
設計余裕１０％を含む最小値は９．２％Δk/kとなる。
　なお，別途評価した初期炉心の制御棒価値解析
によると，本解析コードの３次元（Tri‐Z）・７群
拡散計算値（C）は実測値（E）を約５％過大評価す
る（C/E＝１．０５）ため，この分をマイナス側への
補正として見込むとすると，９．２％Δk/k×０．０５，
約０．５％Δk/kだけ制御棒価値（最小値）は下がる
ことになるが，もともと現行の設計誤差はC/Eと
外挿誤差及び余裕分を含めて１０％に切上げている
ため，反応度バランス上はこの設計誤差の余裕に
含まれるものとした。
　一方，所要反応度のうちの出力補償反応度は，
ドップラ係数減少が主因となって０．２％Δk/k（約

第２期高度化炉心
�金属燃料

第２期高度化炉心（MOX燃料）現行炉心
（８０GWd/t）

 炉　　　心　
　仕様・特性 �１４０GWd/t炉心�１５０GWd/t炉心

←←
７．７/０．５１

（ODSフェライト）
６．５/０．４７

（PNC316）
被 覆 管 外 径 ／ 肉 厚［mm］（材質）

←←６．５/２．０，９５５．４/－，８５ペレット外径／内径［mm］、密度［％TD］

７５．０/２６．８←８２．１/３１．３８０．１/２８．４スミヤ密度／実効燃料体積比［％］

←←１０３/２６/２９９３/３０/３５炉心長／上／下軸ブランケット［cm］

１１．６/１４．８１５．０/２０．４１５．３/２０．８約１６/約２１Pufiss 富 化 度 （ 内 ／ 外 側 ）［wt％］

１５０１３９１５１８０取 出 平 均 燃 焼 度［GWd/tHM］

３６５×６３６５×４３６５×（４/５）１４８×５所　 要　 照　 射　 日　 数［日］

３．２４．９５．０２．６燃　　焼　　反　　応　　度［％Δk/k］

４４４/４０９４２３/４５５４４４/４６３３６０/３５０最高線出力密度（内／外）［W/cm］

６．６７．２７．２（１０．２）＊2約８．０制　 御　 棒　 価　 値＊1［％Δk/k］

２．９２．０２．１１．１～１．５ボ イ ド 反 応 度＊3［×１０－4Δk/k］

－３．１－５．０－４．９－（５．７～７．６）ド ッ プ ラ 係 数［×１０－3Tdk/dT］

＊１）：主炉停止系１ロッドスタック時　　＊２）：10B濃縮度、吸収体長さ増加時
＊３）：１炉心燃料集合体最大ボイド反応度（あえてボイド化を仮想して求めた参考値）

表２　高度化炉心仕様・炉心特性
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はない。
２）冷却材ボイド反応度については，設置許可申
請書にも示されているように，「もんじゅ」は冷却
材の沸騰を防止する設計となっており，炉心がボ
イド化することはないが，あえてボイド化を仮想
する非現実的条件での反応度変化を，１炉心燃料
集合体の最大反応度として求めた結果，MOX燃料
ケース�では，２．１×１０－4Δk/kとなり，現行設計
値から約４０％増加する。
　この反応度増加は燃焼度増大に伴う核分裂性生
成物（FP）の蓄積によるスペクトル硬化と炉心高
さ延長による軸方向漏えい減少が主因であり，同
一運転期間（サイクル日数）のまま燃焼度を若干
（１５０→１４０GWd/t）下げたケース�ではやや抑制
される。また，金属燃料のケース�ではスペクト
ル硬化がより進んで２．９×１０－4Δk/kとなり，現行
設計最大値（１．５×１０－4Δk/k）からほぼ倍増する。
　このように，基準にしたMOX燃料炉心では，長
サイクル運転ではなく燃焼度増大が主因となって，
３０～４０％増加するが絶対値は６¢以下と小さい。
（４）熱流力特性（流量配分評価，被覆管最高温度）
　前項（１）の出力分布・燃焼特性評価における集合
体出力分布に基づき，熱流力特性を評価した。
１）流量領域ごと最大発熱集合体に着目して炉心
流量配分評価を行ったところ，被覆管最高温度を
７００℃ 以下にする必要流量合計値は現行値を約
１５０kg/sec下回り，炉心部全流量に余裕が生じる
（表４）。すなわち，現行炉心部流量のままでも流
量配分は成立する。これは主に，ODS被覆管最高
温度を７００℃ まで許容し得ること，及び出力分布平
坦化効果などが各流量領域の集合体最大出力増加
分の合計を上回った結果であり，約７％の径ブラ

１０％）ほど減少する（後述）。また，その他設計誤
差・余裕反応度についても，将来は合理化・低減
の可能性はあるが，当面は現行設計どおりとする。
　以上を含めて制御棒反応度の内訳を表３にまと
める。制御棒価値最小値は所要反応度（最大値）
を上回り，反応度収支として成立する。
　後備炉停止系制御棒については，所要反応度に
燃焼補償分を含まず，炉停止余裕反応度がもとも
と大きく，制御棒価値の低下分も吸収可能である
ことから，現仕様のままでも余裕を持って成立す
る。表３には現行制御棒仕様に基づく値を示した。
（３）各種反応度特性
　炉の動特性，安全性に影響する主要な反応度の
うち，代表的なものとしてドップラ反応度（係数）
を，また参考として冷却材ボイド反応度を摂動計
算により評価した。
１）ドップラ係数は，主に238U共鳴吸収の変動の影
響を受ける。まず，MOX燃料をベースとした検討
ケース�，�（それぞれ１５０GWd/t，１４０GWd/t）
では，燃料体積比増加と炉心長尺化によりPu富
化度が若干下がり， 238U量が相対的に増える負の
効果よりも，燃焼が進んで蓄積FP吸収によるス
ペクトル硬化が上回った結果，現行炉心設計値：
－５．７×１０－3Tdk/dTから約１５％減の－（４．９～５．０）
×１０－3Tdk/dTまで低下した。これは現行の設計範
囲を下回るが，安全評価で見込む設計余裕（３０％）
の範囲にはある。この点については，今後より詳
細な評価が必要である。
　金属燃料置換のケース�では，炉心部分のスペ
クトル硬化が加速されてさらに３０％程小さくな
り，絶対値は－３．１×１０－3Tdk/dTと現行値の半分
程度まで減少し，もはや設計余裕に収まる領域で

高度化炉心（１年・１５０GWd/t炉心）現　 行　 平　 衡　 炉　 心＊1
 ［制御棒系統］

［項　　　目］
後備炉停止系

(１ロッドスタック)
主炉停止系

(１ロッドスタック)
後備炉停止系

(１ロッドスタック)
主炉停止系

(１ロッドスタック)

１．５１．５１．７１．７出 力 補 償

－５．０－２．６燃 焼 補 償

－１．０－１．０炉 の 反 応 度 誤 差

－０．３－０．３運 転 余 裕

１．５７．８１．７５．６所要反応度合計（最大値）

５．３９．２５．８７．０制 御 棒 価 値（最小値）

３．８１．４４．１１．４炉 停 止 余 裕

 単位：％Δk/k
＊１）設置許可申請書（添付書類‐八）記載値

表３　制御棒反応度バランス
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ンケット出力補償分と，出力ミスマッチの増大分
を余裕をもって吸収できたことを示す。
　なお，集合体必要流量算出に当たり，許認可時
の炉心熱流力設計コード13） で計算された現行炉心
の被覆管最高温度をベースに，最大発熱集合体出
力の変化分により補正した。ここで，今回設定の
１２７本太径ピンバンドル仕様の集合体内流量分布
特性係数（周辺流れ係数）は，９１本以上では現行
設計値（Fw＝１．１３）と同じであることを確認し，工
学的安全係数（HSF）その他の高温点因子の増加
要因は特になく，現設計値どおりとした。
２）必要流量合計値に生じた余裕約１５０kg/secは

炉心部全流量約３，５４０［kg/s］の約４％に相当し，
仮にこの流量増分比率を各流量領域に均等に振り
分けると，被覆管最高温度は１２～１３℃ 低下して，
ほぼ一律の６８７℃ 前後となる（図７）。なお，燃焼
度の高い内側領域（第１，２層）には流量を若干
上乗せして更に６８５℃ 以下とすることも可能であ
り，調整範囲内にある。

４．検討・考察

　以上の炉心特性評価結果を基に，当初の目標性
能（１２ヵ月サイクル運転や１５０GWd/t高燃焼度化）
の充足性，最高線出力密度やドップラ係数，冷却

表４　集合体出力，流量及び被覆管最高温度

高　 　 　 度　 　 　 化　 　 　 炉　 　 　 心現　　行　　炉　　心
 炉心
領域 

被覆管
温度
（℃）

集合体
流量

（kg/sec）

流量
増減分

（kg/sec）

必要
流量

（kg/sec）
＊2

被覆管
温度

（℃）＊1

集合体
出力

（MW）

最高線
出力
密度

（W/cm）

集合体
流量

（kg/sec）

被覆管
温度
（℃）

集合体
出力

（MW）

最高線
出力
密度

（W/cm）

集合体
本数

流量
領域

６８７２０．０８－３８．０７１９．２３６７０４．８０４４４２１．３５６６６４．７３３５７１８１

６８７１９．０２－２１．８７１８．２２６７２４．５５４２７２０．０４６６７４．４６３４８１２２

６８７１８．２４－３７．７５１７．４７６７５４．３４４１４１９．０４６６６４．２０３３６２４３

６８７１７．２６－２７．３７１６．５３６８０４．１２４０４１７．６７６６６３．９１３１９２４４

６８７１５．６９－４３．１３１５．０３６７４３．８０３７６１６．４７６６７３．７１３０６３０５

６８７１９．５４－２２．０５１８．７１６９２４．５７４６３１９．２４６６４４．１４３４９４２６

６８７１７．３９８．８５１６．６６７０９３．９２４０９１６．１７６６７３．３９３０３１８７

６８７１６．３４３０．２８１５．６５７２１３．７３３９１１４．６４６７４３．１９２８２３０８

－１５１．１１炉心部領域流量増減分（kg/sec）

＊１：現集合体流量のままで算出した被覆管温度
＊２：被覆管温度を７００℃ 以下にするための集合体必要最小流量

図７　集合体流量配分と被覆管最高温度
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力ミスマッチや，制御棒価値増加炉心体系での過大
な出力歪は発生せず，集合体最大出力，最高線出力
密度ともに温度評価上の許容範囲にある。
　これは，内外Pu富化度比率が適切に設定され，
出力分布がより平坦化されたことや，１０％程度の
炉心高さ・吸収体長さ延長により，局所的な出力
増加が抑制された結果である。なお，最高線出力
密度４６３［W/cm］については，中空ペレット燃料
を想定しているので燃料融点を超えることはない
が，移行炉心や照射試験規模によっては線出力が
増大する可能性にも留意すべきである。
（４）上記炉心出力分布に基づく熱流力特性評価
（概略検討）の結果，炉心燃料集合体必要流量合計
値で約１５０kg/sec，炉心全流量の約４％の余裕が
生じる。すなわち，現行炉心部流量のままでも炉
心流量配分として成立する。
　これは各領域内被覆管最高温度を，現行PNC316
被覆管材の６７５℃ からODS鋼の７００℃ まで許容する
ことで生じる余裕２５℃ ，集合体流量換算で８％以上
の余裕が，各領域の集合体最大出力の増加分合計を
上回ったことと，Pu富化度比調整により出力分担
が外側にシフトして出力分布が一層平坦化された
効果が重なったためである。このことは，炉心燃料
部による約７％の径ブランケット出力補償分と，出
力ミスマッチの増大分を，流量配分の大幅な変更な
しで吸収できることを示している。
　なお，今後の詳細評価により出力分布が最終的
に確定した段階で，燃焼度の高い領域には流量を
若干上乗せして被覆管温度を下げるなど，高燃焼
度状態での燃料健全性確保を一層考慮した，きめ
細かい炉心流量配分評価も必要となろう。
（５）主要な炉心反応度特性であるドップラ係数，
ボイド反応度は，ともに運転サイクル長期化より
も，むしろ高燃焼度化に伴う蓄積FP吸収によるス
ペクトル硬化が主要因となり影響を受ける。
　MOX燃料ケース��のドップラ係数は燃焼度
増加に伴い低下し，現行炉心の範囲（－（５．７～７．６）
×１０－3Tdk/dT）を約１５％下回るが，現行設計の余
裕３０％の範囲内である。許認可段階までには，例
えば更に太径化・長尺化してPu富化度を下げ，238U
の比率を増す等の燃料仕様の工夫による特性改善
と，より詳細な評価が必要である。
　また，ボイド化を仮想して参考値として求めた，
１炉心集合体最大ボイド反応度については，３０～
４０％増加するが，絶対値は６¢以下と十分小さい。

材ボイド反応度などの主要な炉心特性への影響，
長サイクル化で最も問題になる制御棒反応度収支
の成立性と課題，あるいは将来，本炉心への移行
を実現するための課題や確認事項等の観点から，
あらためて検討・考察する。
（１）目標性能達成の見通し　
　運転サイクル期間の大幅延長とドライバ燃料の
高燃焼度化に関し，当初目標とした１２ヵ月連続運
転，全ドライバ燃料取出し平均で約１５０GWd/tと
なることを平衡炉心の各サイクルにおいて確認し
た。これにより，運転稼働率向上や燃料コスト低
減による経済性向上を，将来「もんじゅ」で直接
実証できる見通しを得た。
　１２ヵ月連続運転は，内部転換性能向上を狙った
太径・中空・長尺化・低Pu富化度（高燃料体積
比・長尺化）のドライバ燃料導入と，制御棒仕様
（10B濃縮度，吸収体長）を変更して制御棒価値を増
し，反応度収支を大きく見直すことによって可能で
あり，設計対応として有効であると言える。また，
燃料取出燃焼度は１２ヵ月×４サイクル運転では
１３９GWd/t，外側炉心のみ５サイクル（５年）滞在
させる（４/５）可変バッチ燃交方式では１５１GWd/t
になるので，まずは（４/４）等分散バッチ運転で確
認し，燃焼実績を重ねた後に（４/５）可変バッチに
移行するのが，より現実的な炉心運用と言える。
　なお，本炉心領域内に将来の実用化燃料概念や
TRU燃焼試験集合体等を装荷・照射する場合（図
５）は，装荷本数に応じてドライバ燃料のPu富化
度を若干高め（最大５％程度，実用化燃料３０体分
に相当）に設定することにより，サイクル末期の
余剰反応度は確保され，出力分布など主要炉心特
性への影響は許容範囲にあることは前年度評価等
で確認されている2）。
（２）出力・燃焼特性のうち，MOX燃料の燃焼反応
度については，上記の内部転換比を高めた太径・
長尺化燃料を導入しても，MOX燃料では予想どお
り現行炉心から倍増する結果となり，制御棒価値
増加策での対応が必要となった。
　一方内部転換比の高い金属燃料では，期待したと
おりの３．２％Δk/k程度に収まり，燃焼反応度の大幅
増大という問題は回避されるが，同時に，制御棒価
値も１％Δk/k程低下し，またドップラ係数やボイ
ド反応度などの炉心特性の大幅悪化が課題である。
（３）出力分布特性については，当初懸念されたよう
な，燃焼期間の大きく異なる新旧燃料混在による出
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なお，同反応度特性については，一般に運転時の
異常な過度変化時や事故時の炉心挙動だけでな
く，安全余裕確認のため，仮想的炉心崩壊事故
（HCDA）をあえて想定した場合の事象推移にも影
響し得るので，許認可までにはさらにその影響を
把握，確認するとともに，その低減方策，例えば
線出力を増大させない範囲での炉心短尺化や，低
スペクトルシフト化などの検討が望ましい。
（６）制御棒反応度収支
�）制御棒反応度収支の議論に先立ち，ここでもう
一度燃焼反応度低減の可能性について言及する。
２．２節で述べたように，燃料要素１２７本を収納できる
「７．７mm径（９５％密度・中空），約１００cm炉心長」
のMOXドライバ燃料仕様では実効燃料体積比は
３１％～３２％が限界であり，７．８mm径（３３％）まで
とれたとしても燃焼反応度低減幅は０．２％Δk/k
以下である。
　仮に，ピン本数を１２７から９１本，ピン径を９．５mm
以上に太径化した場合の燃料体積比は３５～３６％と
なるが，それでも燃焼反応度の低減幅は１％
Δk/k程度であり，制御棒で補償すべき燃焼反応度
としては約４％Δk/kと依然厳しい範囲にある。そ
のため，制御棒価値増加を中心とする制御棒反応度
収支自体の大幅な見直しに至ったものである。
�）上記により見直した反応度制御系の収支につい
ては，制御棒価値増加策採用と所要反応度の一部見
直しにより，制御棒価値（最小値）≧所要反応度合
計（最大値）すなわち，制御棒の有する反応度価値
は，設計誤差を考慮しても制御すべき反応度合計
（所要反応度）を上回る見通しである。今後更に，
性能試験データを反映した現行設計誤差（１０％）の
合理化・見直しや，所要反応度のうちの反応度誤差
吸収分（１％Δk/k）や炉停止余裕反応度（１．４％
Δk/k）の切詰め等に踏み込めば，反応度バランス
上は一層の裕度が確保されると期待される。
�）上記以外に今後留意すべき点として，設置許
可申請書記載値変更がある。このうち制御棒価値
の増加により最大反応度添加率も約３０％増加する
見込みであり，添十解析の制御棒引抜事故解析関
連で再評価が必要となる。その他の設置許可申請
書記載値変更については後の（８）項に述べる。
（７）金属燃料炉心への置換について
　将来，仮にMOX燃料から金属燃料へと置換さ
れる場合の技術的成立性を検討する。
　前述（２）のように燃焼反応度増大は期待どおり

大きく緩和されるが，それでも燃焼補償反応度は
約０．６％Δk/k増加し，同時に制御棒価値も約１％
Δk/k低下するので，反応度収支としては約１．６％
Δk/k悪化する。これは，MOX燃料の反応度収支
悪化分の半分近くもあり，制御棒価値を増加する
等，何らかの対応が依然必要となる。
　上記に加え，ドップラ係数，ボイド反応度等の
炉心反応度特性の低下も無視し得ない課題であ
り，さらに従来から指摘される低燃料融点や，被
覆管との共晶問題等も，依然課題として残ること
に留意すべきである。
（８）高度化炉心移行・実現上の課題
　以上の検討・考察を通じて本炉心の基本性能，
炉心特性や反応度収支についてはほぼ成立の見通
しを得たが，実際に本炉心へ移行するには種々の
課題や確認すべき事項が考えられる。そのうちの
主たる項目を以下に列挙する。
�）炉心仕様（Pu富化度や炉心長さ，制御棒仕様）
や炉心特性値などで現行炉心からの変更箇所がか
なりあり，それらの妥当性を確認するとともに安
全ロジックを構築して許認可に備える必要がある。
�）上記に関連して設置許可申請書記載値の主な
ものは，炉心仕様ではPu富化度，炉心高さ，燃料
密度，10B濃縮度や吸収体長等であり，炉心特性で
は最高線出力密度，燃料被覆管最高温度，諸反応
度（係数），制御棒価値・反応度添加率及び反応度
収支表などであり，今後の詳細評価が必要である。
また，ドップラ係数，ボイド反応度等の改善方策
検討も必要となろう。
�）その他，許認可取得に必要なデータとして，
ODS燃料被覆管材や中空ペレットの照射デー
タ，10B濃縮度や吸収体長さを増加した新制御棒仕
様についても，炉内先行試験によるデータ蓄積を
図ることが必要である。なお，中空ペレットにつ
いては，SPXやPFR等先行海外炉での照射実績入
手とともに，「常陽」での照射試験データの蓄積，評
価を継続し，新制御棒仕様についても，「常陽」に
引き続き「もんじゅ」での使用経験，実績を積む
ことが望まれる。

　以上，本炉心概念の特徴と，目標性能達成の見
通し，炉心特性への影響とその許容範囲，反応度
制御性，本炉心への移行・実現上の諸課題などに
ついて考察した。その結果，本炉心概念は将来の
「もんじゅ」高度化炉心概念の一つとして，現在の
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ほぼ２倍の炉心性能向上が期待でき，炉心諸特性，
安全特性への影響も許容範囲にすることができ，
成立するとの見通しを得た。

５．おわりに

　将来の「もんじゅ」炉心の性能向上に関する研
究の一環として，現行炉心性能の約２倍，「１２ヵ月
運転サイクル期間・１３～１５万MWd/t取出平均燃
焼度」を目標とする第２期高度化炉心概念につい
て検討し，炉心諸特性を評価した。
　運転サイクル期間を現行の５ヵ月から１２ヵ月
（１年）に増加すると燃焼反応度増大が問題とな
り，この反応度収支の悪化に対処するため，�内
部転換比向上のため，「約７．７mm径×１２７本，９５％
高密度，１０３cm炉心長」の太径長尺ドライバ燃料
を導入して燃焼反応度増大を可能な限り抑制し，
②制御棒価値増加策として「10B濃縮度：３９→６５wt
％，吸収体長：８０→９３cm」へと制御棒仕様を変更
し，基準となる炉心を構成した。また，第１期高
度化炉心（１０万MWd/t燃焼度，６ヵ月サイクル運
転期間）と同じく径ブランケット燃料を削除し，
同領域及び炉心領域内へのMA燃焼集合体装荷な
ど，種々の照射試験を実施できるようにPu富化度
に若干の余裕（上乗せ）分を考慮した仕様とした。
　この燃料基本仕様，制御棒仕様・特性を変更し
た体系での炉心特性を評価した結果，以下の事項
を確認した。
�）当初目標とした１２ヵ月連続運転，全ドライバ
燃料取出平均で約１５０GWd/tとなることを平衡炉
心の各サイクルにおいて確認した。
�）反応度制御系の充足性については，制御棒価
値（最小値）≧所要反応度合計（最大値）すなわ
ち，制御棒の有する反応度価値が，設計誤差を考
慮しても制御すべき反応度合計（所要反応度）を
上回り，反応度収支としてほぼ成立する。
�）　炉心諸特性への影響のうち，出力分布特性
（集合体最大出力，最高線出力密度等）については，
ともに温度評価上の許容範囲にある。
�）ドップラ係数，Naボイド反応度等，炉心反応
度特性への影響も許容範囲に収まる。
　以上の検討，考察の結果，本炉心概念の炉心性
能，炉心核熱特性，安全特性とも満足すべき範囲
にあり，現行炉心のほぼ２倍の性能を有する高度
化炉心の一つとして成立し，実現の可能性がある。
　今後の課題としては，本炉心で新たに導入した，

「太径・高密度中空ペレット・長尺」ドライバ燃料
概念や反応度価値増強型制御棒概念の健全性確認
試験，同じく導入を前提としたODS燃料被覆管材
の照射データ蓄積を図って許認可取得に備えるこ
とが望まれる。また，一部の炉心特性改善策の検
討とその効果について，詳細評価による確認評価
が必要であり，同様に炉心仕様・炉心特性変更に
伴う設置許可申請書記載値変更個所の確認解析，
安全解析一式なども行う必要がある。
　さらに，今回検討した内部転換比向上と制御棒
反応度収支改善策以外にも検討範囲を広げ，幅広
い視点からの革新的な概念を導入してその成立
性，実現性を引続き検討することが望まれる。
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